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第２章 公共施設の状況 

１ 対象施設の類型分類 

表 2-1 対象施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※対象施設一覧の大分類・中分類は、総務省更新費用試算ソフト内の用途分類に準拠しました。 

※小分類は、総務省更新費用試算ソフト内の施設名称例を参考に分類しました。  

※延床面積が 50 ㎡以上の公共施設を調査対象としました。    

    

平成 26 年 3 月 31 日時点で、本市が保有する 50㎡以上の建物を含む公共施設は 305 施設あり、総

延床面積は 354,787 ㎡となっています。 

これらの施設について、維持管理や運営状況等の現状を分析するため、総務省が用いている区分（大

分類・中分類は総務省更新費用試算ソフトに準拠）や本市の公共施設の実情に即した区分（小分類）

により分類しています。 

会計名 大分類 中分類 小分類 施設数 延床面積(㎡)

地区集会施設 53 16,241

公民館等 12 15,979

文化会館 1 6,366

文化財 2 1,406

社会教育系施設 博物館等 博物館・資料館 4 2,474

体育館等 16 24,074

プール 3 1,039

野球場・運動広場 4 1,078

スキー場 5 4,819

温泉施設 13 34,220

観光施設 7 4,734

リース工場 10 4,643

農業振興施設 14 7,077

小学校 9 50,421

中学校 6 37,831

幼稚園・保育園 幼稚園・保育園 11 13,647

幼児・児童施設 幼児・児童施設 4 2,425

高齢福祉施設 13 13,433

その他福祉施設 1 1,450

障害福祉施設 障害福祉施設 2 1,265

保健施設 保健センター 3 3,892

庁舎等 庁舎 6 19,453

消防施設 消防署 2 4,238

その他行政系施設 その他行政系施設 9 3,512

市営住宅 51 43,714

市有住宅 9 7,805

公園 公園 公園 11 4,040

ごみ処理場 1 5,747

その他供給処理施設 1 4,927

職員住宅 11 4,308

斎場 2 416

その他 9 8,113

305 354,787

供給処理施設

保健・福祉施設

計

その他

普通会計

市民文化系施設

集会施設

その他

子育て支援施設

高齢福祉施設

文化施設

供給処理施設

スポーツ・

レクリエーショ ン系施設

公営住宅

スポーツ施設

公営住宅

産業系施設

学校

行政系施設

産業系施設

学校教育系施設
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２ 公共施設の整備状況 

図 2-1-1 大分類別の施設数（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-2 大分類別の施設数割合（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大分類別の施設数をみると、市民文化系施設、産業系施設、公営住宅の 3分類が多く、全体のおよ

そ 60％を占めています。 
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図 2-2-1 大分類別の延床面積（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-2 大分類別の延床面積割合（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大分類別の延床面積をみると、学校教育施設が全体のおよそ 25％、次いで産業系施設、公営住宅、

市民文化系施設と続きます。これら 4つの分類で、全体の過半数を占めています。 
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図 2-3 人口と延床面積の県内自治体比較（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※町村については、市と大きく状況が異なるため、グラフの枠外としています。 

※新潟市、長岡市、上越市は、他の団体とプロット場所が大きく外れるため、グラフの枠外としています。 

 

本市は、県内団体との比較において、他の団体の平均である図表内の直線に比べて左上に位置して

おり、人口に比べて建物総延床面積が広く、ストックの総量6が多い状況であるといえます。 

新潟県内の団体と比較し、人口 4万人程度の自治体の平均的な建物延床面積を統計的に算出すると、

23 万㎡程度であり、現在の 348,573 ㎡と比べると 12 万㎡程度(3割程度)が過剰といえます。 

なお、全国の団体と比較し、人口 4万人程度の自治体の平均的な建物延床面積を統計的に算出する

と、16 万㎡程度であり、現在の 348,573 ㎡と比べると 18 万㎡(5割程度)が過剰といえます。 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
6 ストックの総量とは、本市で所有している公共施設の延床面積の総量のことです。 



21 

 

55

62

70

60
58

51

（市民一人当たりの延床面積 8.9㎡/人）

0

5

10

15

20

25

30

35

0

15

30

45

60

75

堀之内 小出 湯之谷 広神 守門 入広瀬

地
域
住
民
一
人
当
た
り
の
延
床
面
積

延
床
面
積

延床面積 地域住民一人当たりの延床面積 市民一人当たりの延床面積

（千㎡） （㎡/人）

３ 地域別の整備状況 

図 2-4 地域別の施設数と住民一人当たりの施設数（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域別の施設数をみると、人口の 15.3％を占める湯之谷地域で 64 施設（21.0％）、人口の 10.1％

を占める守門地域で 63施設（20.7％）、次いで人口の 3.9％を占める入広瀬地域で 58施設（19.0％）、

人口の 20.4％を占める広神地域で 53 施設（17.4％）となっています。これらの地域は平均施設数（51

施設）を上回っています。一方で、堀之内、小出の各地域は平均施設数を下回っています。 

地域住民一人当たりの施設数でみると、人口が比較的少ない入広瀬、守門、湯之谷の各地域で施設

数が多く、人口が比較的多い小出、堀之内、広神の各地域で施設数が少ない状況にあります。 

 

図 2-5 地域別の延床面積と住民一人当たりの延床面積（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域別延床面積でみると、人口の 15.3％を占める湯之谷地域の 7万㎡（19.7％）、人口の 28.7％を

占める小出地域の 6万 2千㎡（17.5％）、人口の 20.4％を占める広神地域の 6万㎡（16.8％）が平均

延床面積（5万 9千㎡）を超えており、守門、堀之内、入広瀬の各地域は平均を下回っています。 

一方、地域住民一人当たりの延床面積では、人口が比較的少ない入広瀬、守門、湯之谷の各地域で

面積が大きく、人口が比較的多い小出、堀之内、広神の各地域で面積が小さくなっています。 
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４ 公共施設のストック状況 
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運営業務委託費

負担金補助・交付金

市債利息償還金

その他事業運営費

その他維持管理費

人件費

土地建物貸借料

備品購入費

建物管理委託費

光熱水費

修繕費

コスト総額

28.5億円

５ 公共施設のコスト状況 

図 2-10 公共施設に要するコスト（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公共施設に要するコストは、その施設を維持管理(修繕費・光熱水費・管理委託費等)および事業運営(人件費・運営

業務委託費等)するために必要な費用を集計しているため、事務職員等の人件費などは含みません。 

※その他事業運営費の内訳は、報償費、旅費、事業運営消耗品、食糧費、印刷製本費、火災保険料を除く役務費、原材料費、

資料購入費です。 

※指定管理料については、図 2-16 大分類別の指定管理料に記載しているため、図 2-10 公共施設に要するコストには含みま

せん。 

平成25年度における公共施設全体の維持運営に要する費用は約28.5億円です。この内訳をみると、

人件費が 6.1 億円（21.8％）、光熱水費が 5.3 億円（18.9％）などとなっています。なお、その他事

業運営費の主な内訳は、産業系施設の土産ものなどの仕入代やレストランの食材などの材料費、学校

教育系施設の給食材料費などが主な内容となっています。 

 

図 2-11 大分類別のフルコスト（平成 25 年度） 
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本白書では、公共施設サービスに要する費用として、修繕費や光熱水費などの維持管理費、人件費・

などの事業運営費に加えて、建物の取得費用を含めた「フルコスト」を用いた分析を行います。建物

の取得支出は建設時に生じますが、この支出を、建物を利用する期間中の一年当たりの費用に換算し

た減価償却費を算出して、毎年の費用に加えます。 

フルコストによる分析を行うことで、建替更新なども見据えたコストの比較が可能となり、今後の

公共施設等のあり方の検討に役立ちます。 

平成 25 年度における公共施設全体のフルコストは約 39億円です。大分類別にみると、産業系施設

が最も高く約 12 億円となり、次いで学校教育系施設は約 6億円となっています。 

図 2-12 大分類別のフルコスト割合（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フルコストの内訳割合を大分類別でみると、子育て支援施設や社会教育系施設では、人件費の割合

が大きくなっています。また、公営住宅やその他施設、市民文化系施設、スポーツ・レクリエーショ

ン系施設では、減価償却費の割合が大きいことが分かります。 

公共施設等のあり方の検討にあたっても、このように人件費が大きいのか、減価償却費が大きいの

かといったコスト構造を把握したうえで分析し、それに従って今後の方針を検討することが重要です。 
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表 2-2 大分類別の行政コスト計算書（平成 25 年度） 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本資料の百万円単位の表は、円単位で集計し単位未満で切り捨ての端数処理をしていますので合計が合わない場合があ

ります。        

※コスト＝ 維持管理費＋事業運営費 

※フルコスト＝維持管理費＋事業運営費＋減価償却費 

※ネットコスト＝（維持管理費＋事業運営費＋減価償却費）－収入 

 

本白書では、各施設のフルコストから、各施設における使用料などの収入を差し引いた額をネット

コストとして分析に使用します。 

このネットコストは、公共施設を運営するにあたって生じるコストを補う収入を差し引いた金額で

あるため、公共施設に関する財政負担額を意味します。 

平成 25 年度における公共施設全体のネットコストは約 18 億円です。大分類別で見ると、フルコス

ト上位の産業系施設、学校教育系施設、供給処理施設のうち、産業系施設は各施設における収入も多

いため、ネットコストは低くなります。ネットコストの合計でみると、産業系施設、学校教育系施設

が約 5億円で最も大きくなっています。 

 

大分類
維持
管理費

事業
運営費

コスト
減価
償却費

フルコスト 収入 ネットコスト

市民文化系施設 100 54 154 130 284 18 265

社会教育系施設 10 14 24 8 32 1 31

スポーツ・
レクリエーション系施設

44 43 88 85 174 16 157

産業系施設 345 683 1,029 188 1,217 717 500

学校教育系施設 97 362 460 221 681 186 494

子育て支援施設 57 74 132 47 179 0 179

保健・福祉施設 147 122 270 67 338 718 -380

行政系施設 73 72 146 80 226 10 216

公営住宅 49 22 72 227 300 142 157

公園 17 27 44 9 54 24 29

供給処理施設 205 197 402 36 438 303 134

その他 9 20 30 38 68 24 44

合計 1,158 1,697 2,855 1,141 3,996 2,164 1,832
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図 2-13 及び図 2-14 では、公共施設にかかるフルコスト・ネットコストについて、コスト上位から

順番に並べた分析（パレート分析）を行っています。この分析により、優先的に検討を行っていくべ

き公共施設を把握することができます。 

 

フルコストが上位の施設は、公共施設として事業規模が大きい施設であるといえます。こうした事

業規模が大きい施設については、官民連携の取り組みや維持管理の手法の見直しにより大きな財政的

な効果を得られることが期待できるため、優先的に PPP8・PFI9の取り組みなどを検討していくことに

なります。 

フルコスト第 1位はエコプラント魚沼です。第 2位に自然活用総合管理施設深雪の里、第 3位に神

湯とふれあいの里が続きます。上位 3施設のフルコスト合計 909,860 千円が全施設のフルコスト合計

3,996,860 千円に占める割合（構成比）は 22.8％となります。 

同様に、上位 6施設までのフルコスト合計 1,197,894 千円の構成比は 30％となり、ここまでで、

全体の約 1/3 を占めています。 

また、上位 50施設のフルコスト合計 2,893,111 千円が全体に占める割合は、72.4％となります。 

 

ネットコストが上位の施設は、本市にとって財政負担が大きい施設であるといえます。施設が有す

る機能などを適切に踏まえたうえで、財政上の観点からは再編の議論を優先的に行っていくことが有

効な施設となります。 

ネットコスト上位には保育園・小学校など市民生活を支えるうえで中核となる施設が含まれますが、

こうした公共施設を中核とした公共施設の多機能集約化（１つの公共施設に複数の機能を盛り込み、

スペース効率の改善と機能間の連携性を高める取り組み）を進めることなどが考えられます。また、

レクリエーション的な公共施設も上位に挙がっているものもあり、これらについてはその必要性自体

の見直しも必要となります。 

また、上位 50施設のネットコスト合計 1,832,859 千円が全体に占める割合は、87.1％となってお

り、これらの公共施設の見直しは財政上のインパクトが大きいということが分かります。 

 

  

                                                   
8 PPP･･･Public Private Partnership の略。公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本や民

間のノウハウを利用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもの。 
9 PFI･･･Private Finance Initiative の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を

活用することで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法をいう。 
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図 2-15 大分類別の指定管理者制度の導入状況（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者制度は、公の施設について、民間事業者の能力やノウハウを活用し、住民サービスの質

の向上や、施設の設置目的を効果的に達成するため、平成 15 年 9 月に設けられた制度で、施設の管

理運営を包括的に民間事業者に委ねるものです。 

本市では、産業系施設や、保健・福祉施設、スポーツ・レクリエーション施設、公園を中心に、本

制度を導入しています。そのうち、保健・福祉施設では 57.9％の施設で指定管理者を指定し、公園

でも 45.5％の施設で導入され、高い導入割合になっています。 

 

図 2-16 大分類別の指定管理料（平成 25 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年度における指定管理料の合計は 89,589 千円です。大分類別にみると、スポーツ・レクリ

エーション系施設における指定管理料が一番多く、39,239 千円となっています。 
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